Ⅱ-７　名誉毀損・プライバシー侵害（教科書p79～82）　　　　　桝井・浅田・長岡

Ｘは、清廉さを売りにしている有名な俳優である。Ｘは、神戸六甲山麓に邸宅（甲建物）を所有し、家族と共に居住している。

1994年2月20日、Ａ執筆なる写真入り単行本『カネとヨクにまみれた関西の俳優・タレント百選』が、自費出版を手掛けるＢ出版社から出版された。そこでは、20頁と21頁に、Ｘの顔を風刺したコガネムシのスケッチが、甲建物の写真に合成されて掲載されていた。そこには、「どケチが作り出した現代の要塞－Ｘ御殿」との注釈とともに、「ファンがアホやから、お気楽な演技でボロ儲け」との見出しつきで、1993年12月10日のＸの1日の過ごし方を紹介した記事が書かれている。その中では、早朝6時の散歩から始まって、テレビ番組関係者からの料亭での接待、深夜のキャバレーでの乱痴気騒ぎの状況までが、写真入で書かれている。そして、途中には、「『週刊誌Ｓ』の1993年11月10日号によれば、Ｘにはロクな芸がないし、それどころか、隠し続けている中学生時代の大麻吸引歴があるらしい」との一文が見える（実際に、Ｓ誌の同号には、その旨の記述がある。なお、Ｓ誌は全国で当時200万部近くが販売されていた雑誌である）。最後は、「こんな親の顔が見てみたい」とのコーナーが設けられていて、そこにはＸの父であり、すでに死亡しているＰの顔写真が載せられている。Ｐは著名な大学教授だった。

この本の企画は、ＡがＢ社に持ち込んだものであり、本そのものは、Ａもメンバーである関西俳優研究会（メンバー数50名）が300冊を買い取るとの約定のもとで、310部が印刷・出版された（いわゆる自費出版）。そして、各メンバーが10万円を出し合い、その代わりに出来上がった本を6冊ずつＢ社から郵送してもらっていた。その後、この本は増刷をせず、絶版となっている。印刷・出版にあたっては、Ｂのスタッフは、レイアウトや表紙の色・デザイン等について意見を言うだけであって、記事については、校正を含め、一切口出しをしていない。

この本は芸能マニアの間では知られた存在であったが、インターネットの普及とともに、次第に噂が広まり、ついに2002年4月4日、Ｎが管理運営しているＷＥＢサイトに「カネとヨクにまみれた関西の俳優・タレント百選」というスレッドが開かれ、同月20日の書き込みに始まり、頻繁に多くの発信者によりこの本の内容に関するコメントが書かれるようになった。やがて、この本の中古書市場価格が高騰し、1冊が30万円あまりに跳ね上がった同年5月15日、会員メンバーの一人であるＤは、手元にあった6冊を、150万円で古書販売業者Ｑに売却している。

その後、Ｘが出演した2002年6月10日のテレビ公開生番組の中で、この本が紹介されるに及んで、Ｘは初めてこの本の存在を知り、内容を見て激怒した。

週刊誌Ｓの記事については、既に1994年3月31日に、Ｓを発行した雑誌社Ｔが陳謝するとともに300万円をＸに支払うことで和解が成立している（和解契約書の中には、Ｔは解決金として300万円支払うとあり、Ｔが責任を認める旨の条項は存在していない）。Ｘは、30年前の中学生当時に、大麻所持で補導されたことがある。

現在は、2003年3月3日である。Ａの手元にこの本が6冊存在していることは、確認されているものとする。Ａは、今でも自分は悪いことをしたつもりはなく、有名な俳優ともあろう者がこの程度のことで怒るのはおかしいし、言いたいことを言わせないのは言論の統制だと思っている。

【設問１】ＸはＡに対して、3000万円の慰謝料を請求したい。　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　文責；桝井
(a) 名誉とプライバシーの違いを説明せよ。

第723条【名誉毀損における原状回復】

他人の名誉を毀損した者に対しては、裁判所は、被害者の請求により、損害賠償に代えて、又は損害賠償とともに、名誉を回復するのに適当な処分を命ずることが出来る。

※名誉とは；名誉には、社会的名誉・内部的名誉・名誉感情の三類型がある。そして判例は、723条の名誉とは、「人がその品性、徳行、名声、信用その他の人格的価値について社会から受ける客観的評価（社会的名誉）を指すものであって、人が自己自身の人格的価値について有する主観的な評価（名誉感情）は含まない」と定義している（最ニ小判昭45-12-18判時619-53）。しかし、近年プライバシー保護の流れと共に、名誉感情が法的保護に値する利益であるとして、名誉感情の侵害による不法行為をみとめた事例が出ている。この場合、慰謝料請求が認容されるに留まり、謝罪広告までは認められない。

※プライバシー；日本では、プライバシーの権利は、憲法13条の定める幸福追求権を根拠として憲法上保障された人権と解されている。「宴のあと」事件（三島由紀夫によるモデル小説『宴のあと』が、モデルとなった人物のプライバシーを侵害するとして損害賠償が認められた事例）の判決が、プライバシー権を「個人の私生活や私的情報をみだりに公開されないという法的保障ないし権利」と初めて定義した。その後、判例が蓄積され人格権の一つとして認められるようになった。肖像権・氏名権・パブリシティ権など広い範疇と侵害の態様が考えられる。

※名誉とプライバシーの違い
★共通点⇒既述の通り、プライバシー権は人格権の一つであり、それを侵害する行為は不法行為に該当するという点で名誉毀損と同じである。しかも両者は密接な関係にあり、裁判でもその双方が主張される場合が多々有られる。本件でも、芸能人の社会的評価を低下させる点で名誉毀損となり、同時に写真等を用いて私生活を暴露する点でプライバシー侵害となると考えられる。

★相違点⇒しかし、プライバシー侵害は、社会的評価が低下するかは無関係であり、公表された事実の真実性が立証されても、名誉毀損のように不法行為の成立が阻却されわけではなく、むしろ、真実であればあるほど被害者にとって深刻な事態となる。また、名誉毀損のように、当然に事実が一定範囲に流布される必要もないなど一定の違いがある（真実性の立証と共に後述）。

(b) Ｘはどのような観点から損害賠償を請求することができるか。

1） 名誉毀損を理由として損害賠償請求する場合の要件は、どのようになるか。

名誉毀損が民法709条にいう権利侵害の要件をみたすには、「被害者の社会的評価が低下したこと」があれば足りる。それでは、人の社会的効果を低下させるものかどうかは、どうように判断されるか。判例は、「表現行為の受け手側が、普通の読み方を基準として、特定の人に対する評価が低下すると感じる場合において、社会的評価が低下したものと判断する」としている。

名誉毀損の判断基準
【最ニ小判昭31-7-20ジュリ114-77】

（事案）在日華僑百数十人を構成員とする地域団体Ｘ１および世帯主51名（Ｘ２）が、新聞社Ｙ発行の新聞記事によって名誉を毀損されたとして、記事の取消しならびに謝罪広告およびＸ2各人に2万円の慰謝料支払いを請求した事例。「深夜、警官三百人が包囲“多摩の上海”の手入れ、台湾人の麻薬団を検挙」との見出しの記事が、あたかもＸ1が麻薬団であるかのような印象を与えると主張。

⇒Ｙの上告棄却

（判旨）「…いやしくも一般読者の普通の注意と読み方を基準として解釈した意味内容に従う場合、その記事が事実に反し名誉を毀損するものと認められる以上、これをもって名誉毀損の記事と目すべきことは当然である。」

· テレビ報道による社会評価低下の判断も同様。【最判平成15年10月16日判時1845-26】

· 「一般の読者の普通の注意と読み方」を具体的に示したものとして、【東京地判昭和50年5月22日判時794-79】「本文の内容のほか、特に、見出し及び前文の内容、配置、活字の大きさ、写真の有無、本文の長さ、掲載場所などを総合的に勘案し、かつ、同種ないし関連記事がその前後の時期に掲載されていれば、その記事との関連性も考慮の上、判断すべき」としている。

イ）プライバシー侵害を理由として損害賠償請求する場合の要件は、どのようになるか。

プライバシー侵害により一般の不法行為が成立するためには、民法709条の要件を具備することが必要となる。すなわち、①加害者の故意または過失ある行為により、②違法に被侵害利益を侵害し、③被害者にたいし加害行為と因果関係を有する損害を生ぜしめたこと、が要件となる。

プライバシーへの侵害を判断するにあたっては、

1 一般人の感受性を基準に判断したとき、当該私人の立場に立ったならば公開を欲しない事柄であること

2 一般の人にいまだ知られていないものだったかどうか

3 その事柄の公開によって、個人が実際に不快・不安の念をおぼえたこと

4 問題の事項につき社会が関心を持つことが正当といえないものであること

が必要である。

【最判平成6年2月8日民集48-2-149(ノンフィクション「逆転」事件)】

（事例）本土復帰前の沖縄で発生した米兵に対する死傷事件を素材としたＹの「逆転」と題するノンフィクション著作でＸの実名が使用され、Ｘの前科にかかわる事実が公表される結果になったことについて、ＹのＸに対する不法行為責任の有無が問われた事案。

　⇒Ｙの上告棄却。プライバシー侵害を認めた。

（判旨）「ある者が有罪判決を受け、服役したという事実は、その者の名誉あるいは信用に直接かかわる事項であるから、その者はみだりに右の前科等にかかわる事実を公表されないことにつき、法的保護に値する利益を有するものというべきである。」

（c）Ｘから慰謝料を請求されたときに、Ａとしてはどのような反論を出すことができるか。
表現の自由（憲法第23条）が保障されているわが国では、名誉毀損情報であっても、広く公表されることが起こりうる。しかし、他人の名誉を毀損することは、基本的に違法であるから、違法性が阻却されなければ損害賠償や名誉回復措置を求められる。では、どのような場合に違法性が阻却されるのかを以下検討してゆく。
なお、名誉毀損であるとともにプライバシー侵害である場合、表現の自由との調整については、被侵害利益ごとに違法性阻却事由の有無を判断する【最判平成15年3月14日判時1825-63】。

名誉毀損の違法性阻却事由
【最一小判昭和41年6月23日判時453-29】

（事案）衆議院議員総選挙の立候補者ＸがＹ発行の新聞記事により名誉・信用を毀損されたとして慰謝料および謝罪文の掲載を請求した事例。記事内容は、Ｘが学歴・経歴を詐称し、これにより公職選挙法違反の疑いにより警察から追求されたというもの。

　⇒Ｘの請求棄却。名誉毀損の成立を認めなかった。

（判旨）「民事上の不法行為たる名誉毀損については、その行為が公共の利害に関する事項にかかりもっぱら公益を図る目的（真実性の抗弁）に出た場合には、右行為には違法性はなく、不法行為は成立しないものと解するのが相当であり、もし右事実が真実であることが証明されなくても、その行為者においてその事実を真実と信ずるについて相当の理由があるとき（相当性の抗弁）には、右行為には故意もしくは過失がなく、結局、不法行為は成立しない」

（１）真実性の抗弁

　名誉毀損の主張に対して、行為者が、

1 摘示された事実が真実であること（「主要な部分」において真実であることを主張すれば足りる【最判昭和58年10月20日判時1112-44】）

2 摘示された事実が公共の利害に関する事実にかかるものであること、

3 事実摘示がもっぱら公益を図る目的に出たことを主張・立証したときには、

その行為には違法性はないとされる。また、摘示された事実が真実かどうかの判断にあたっては、裁判所は、事実審の口頭弁論終結時において客観的な判断をすべきとされる【最判14年1月29日判時1778-49】。

（２）相当性の抗弁

行為者は、摘示された事実が事実であることを立証できなくても、【行為者において、その事実を真実と信じるに付いて相当の理由があったことを根拠付ける具体的事実」を主張立証することで、名誉毀損を理由とする責任を逃れることができる。この抗弁が認められるためには事実が周知のものとなっていたこと（周知性）だけでは足りず、信頼すべきところから材料を入手したことと、その真実性について合理的な注意を尽くして調査検討することが不可欠となる【最判平成9年9月9日民集51-8-3804ロス事件】。

プライバシー侵害の違法性阻却事由

（１）表現の自由との調整

【最二小判平成15年3月14日判時1825-63】

(事案)　週刊誌Ｙの記事が、少年犯罪を起こした少年Ｘの名誉を毀損しプライバシーを侵害するとともに、少年法61条で保護されている実名報道に類する報道されない権利を侵害したとして損害賠償が請求された事案。

⇒Ｙの敗訴部分を破棄差戻し後、名誉毀損・プライバシー侵害につき阻却事由を認め不法行為の成立を否定。

(判旨)「その事実を公表されない法的利益と、これを公表する理由に関する諸事情を個別具体的に審理し、これを比較衝量する」「その記事等により不特定多数の一般人がその者を当該事件の本人であると推知することができるかどうか基準にして判断すべき」

◇「マスメディアの報道により個人のプライバシーが侵害された場合、侵害された内容や程度、当該個人の社会的立場や社会公共に与える影響力、記事の表現・意図・必要性、取材方法等の諸般の事情を考慮して、プライバシーの利益とこれを公表することの利益のいずれが優越するかという観点から決すべきである。」【東京地判平成13年10月5日判時1790-131】

（２）被害者の承諾

被害者が事前に承諾していれば、不法行為を構成しない。承諾は明示に限らず黙示でもよく、芸能人等の一定の社会的地位、職業にある者は、一定の範囲でプライバシーに関する事項の公表を包括的に承諾していると解されているが、その範囲について争われることが多い。

（３）正当行為

法令に基づく行為（現行犯逮捕に伴う捜索・差押等）や、正当業務行為（弁護士の訴訟行為等）の場合には、プライバシーを侵害するこういであっても、違法性が阻却され、不法行為を構成しない。

〈あてはめ〉

本問では、執筆者Ａが主張しうるのは、①俳優Ｘの大麻所持やキャバレーでの乱痴気騒ぎが事実であること、②これらの事実が公共の利害にかかわると考えたこと、③清廉さを売りにしているＸの公表したのは、公益を図る目的であったこと、である。これらを主張立証できれば名誉毀損の違法性が阻却されると考えられる。しかし、Ａの悪意を感じさせる表現方法や、大麻吸引の記事の出所が過去にＸによって真実性が争われた雑誌記事であり、必ずしも信頼できる引用ではないことを鑑みると、真実性の抗弁・相当性の抗弁の要件をともに充分に充たしているとは考えられない。やはり名誉毀損が成立するのが考えられる。プライバシー侵害についても、当該書籍にはＸの風刺画・住居情報・家族構成などその他、不特定多数の一般人が容易にＸを推知できる要素が盛り込まれている。
そして、芸能人の名誉権・プライバシー権は一般人と同列に論じられないという趣旨のＡの主張に対しては、以下の判例

【東京地判平成10年11月30日判時1686-68】

（事案）人気タレントＸらの顔写真、経歴や人物紹介とともに、自宅または実家の所在地と地図、建物の写真が掲載された書籍を、ＹらがＸらに無断で出版・販売した。これに対し、Ｘらがプライバシー侵害として、書籍と同種書籍の出版・販売・発送・配達などの一切の行為の差止めを求めた事例。

⇒Ｘらの請求一部認容（書籍の出版・販売の差止め）。

（判旨）本判決は、個人の自宅住所の所在地などの住居情報を、正当な理由もないのに一般に公表する行為は、プライバシーの利益を侵害する違法な行為とした。その上で、「芸能人であるが故にその職業柄、一般の人よりその範囲が狭く解される場合があるとしても、自宅等の住居は極めて私事性の高い空間であり、芸能人がその公表を推定的にも承諾しているとはいえない。前科のある者にはこれをみだりに公開されない「法律上保護に値する利益」を有する。」

また、別の判例でも「みだりに自己の容貌や姿態を撮影されず、撮影された肖像写真を公表されないという人格的利益はプライバシー権として当然に保護され、芸能人がプライバシーにわたる事柄の公表について包括的に承諾していると言うことはできない」【東京地判平成16年7月14日判時1879-71】とすることから、Ｘの住居情報及び1993年12月10日の私生活の暴露は、Ｘのプライバシーを侵害するものと判断できる。

(c) 裁判所は、慰謝料を認定する場合に、どのような観点から金額を算定すれば良いか。

わが国の慰謝料に関する裁判例の傾向

一般に慰謝料は、名誉毀損・プライバシー侵害ともに、諸外国に比べて低額である。近年名誉の重要性から徐々に高額化してきたが、被害者の精神的損害を慰謝し、加害者の侵害行為を防止しうるとは言い難い状況にある。
※慰謝料の増減に関して考慮される要素
1 情報伝播力・報道の表現方法

情報受領者が多いほど、社会的評価の低下の程度も大きくなり、損害額も上昇する。新聞、週刊誌の場合は、発行部数,テレビの場合は視聴率などが立証方法となる。さらに、新聞広告・電車内吊広告の有無は、見出しや写真、記事の大きさ、場所などによって情報伝力を図るとされる。

2 精神的損害

被った精神的損害は当然非常に重要な要素であり、その立証は主として、被害者の出来る限り具体的かつ詳細な陳述を証拠方法とする。判例も、週刊誌の記事による精神的損害のため、既往症の再発や女優としての活動休止を余儀なくされたことなどの具体的事情を損害額の設定において考慮している【東京高判平成13年7月5日判時1760-93】。

3 報道（表現）の目的

公益目的がなく、単なる私的好奇心や商業主義に基づく場合は、行為の違法性が高くなり損害額が増加する。個人を集中的に攻撃する意図を含んだ報道も同様である。

4 過失の重大さ

例えば、名誉毀損事実の真実性の程度の低さや、根拠の希薄さは、表現者側の違法性を増大させる事情であり、損害額増額事由である。

5 被害者の社会的評価の高さ

被害者の従来の社会的評価が高ければ高いほど損害額は上昇する。被害者の職業などの社会的地位のほか、例えば、破廉恥な行為と表現され、潔白という社会的評価を低下させられた被害者については、それまでいかに潔白と評価されていたかなどが考慮されるべきである。

6 事後的な名誉回復措置の有無

低下した社会的評価が回復し、損害が治癒されることとなるので、請求額は減少する。しかし多くの場合、被害者としては殆ど謝罪すら行われないのが現状である。

(e)Ｘは、Ｂに対しても、Ａと連帯して慰謝料3000万円を支払うように請求することはできるか。

問題の所在⇒発売元の責任

書籍の記述内容に関する執筆者、編集人および発行人が名誉毀損による不法行為責任を負うのは当然のことだが、内容には関与しない発売元が名誉毀損による不法行為責任を負う事は無いのだろうか？　

1 内容確認義務の有無

記述内容に関与していない販売元については、原則として、販売する書籍の内容全てについて事前に第三者の名誉を毀損する部分があるか否かを確認する法的義務はなく、当該書籍が第三者の名誉を毀損するものであるとしても、発売元は不法行為責任を負わない。その理由として、日々多数の出版物を販売している発売元が、書籍の内容全てについて事前に名誉毀損に該当する部分があるかを確認することは現実的に不可能なことが挙げられる。

2 販売元が名誉毀損を議論している場合の責任

しかし、ⅰ）書籍の内容が一見して明らかに第三者の名誉を毀損するものであるときや、ⅱ）何らかの事情から当該書籍が第三者の名誉を毀損するものであることを発売元が認識していたときには、発売元といえども当然に名誉毀損による不法行為責任を負う。

3 名誉毀損の指摘を受けた後の責任

書籍の記載内容に誤りや不適切な部分が存在し、第三者の名誉を毀損している旨を第三者から指摘されたときも、一定の場合には販売元の不法行為が肯定される。すなわち、発売元は、当該書籍を流通においた以上、これによって不当に他人の権利を侵害することが無いように注意し配慮する義務を負っている。よって、発売元は指摘を受けた場合、ⅰ）速やかにその事実の有無を確認し、ⅱ）事実と判明した場合には、直ちに執筆者・編集人・発行人らと協議して、相当の期間内に在庫の出荷の停止、市中在庫を回収、訂正のお知らせを作成し出荷の際に書籍に挟み込むなどして、名誉毀損による被害の拡大を防止するために必要な措置を講じなければならない。さらに、既に発生した被害を回復するために謝罪広告等の必要な措置を取るべき法的義務があり、これらを怠った場合には、販売元についても名誉毀損による不法行為責任を負うことになる（東京地判平成13年12月25日）。

〈あてはめ〉

Ａが執筆した書籍は、その見出しやタイトルは言うまでも無く、Ｘの風刺画や写真が掲載されており、たとえ販売元であるBが一切口を出さなかったとしても、書籍の内容は一見してＸの名誉を毀損するとわかるものである。よって販売元Ｂの責任を認め、Ｂに対し、Ａと連帯して慰謝料支払うように請求するのが妥当であるが、既述のように3000万の慰謝料請求はやはり過大ともいえる。

(2)　Xは、自分の親であるPに関する記述に激高し、Aに対して1000万円の慰謝料を請求したい。Xは、どのような観点から損害賠償を請求することができるか。　文責　長岡

社会的評価としての名誉は、すでに死亡した者についても観念することはできる。しかし、死者に対する名誉毀損という場合に、当該名誉の保有主体はすでに死亡しており、権利の主体が存在しない。そこで、遺族・近親者らが侵害行為者に対して損害賠償を追及する場合に、①誰のいかなる権利・法益が侵害されたのか、②遺族・近親者らはいかなる地位に基づいて不法行為上の救済を求めているのかが問題となる。

	裁判例(｢落日燃ゆ｣事件　東京地判昭52・7・19判時857-65　控訴審の東京高判昭54・3・14判時918-21も、ほぼ同旨)

元首相の広田弘毅を扱った小説「落日燃ゆ」の中での広田の同僚であったAに関する記述が、Aの社会的評価を傷つけるものであるとして、遺族が訴えを提起した事件。　

「故意または過失に因り、虚偽・虚妄をもって死者の名誉を毀損し、これにより死者の親族またはその子孫の死者に対する敬愛追慕の情等の人格的法益を、社会的に妥当な受忍の限度を越えて侵害した者は、右被害の遺族に対し、これに因って生じた損害を賠償する責に任ず」としている



死者自身に対する権利侵害は否定し、虚偽の事実摘示であることを要件として、死者の名誉・人格権を侵害するような行為を、遺族・近親者らの名誉毀損・人格権侵害(死者への「敬愛追慕の情」の侵害)という観点から捉え、遺族・近親者らは不法行為責任を追及できる。

＜あてはめ＞

Pに関する記述によりXの名誉毀損・人格権侵害があったと見ることはできる。しかし、AはPの顔写真を載せているだけで、虚偽の事実摘示という要件が欠けている。

　以上より、XはAに対して1000万円の慰謝料を請求することはできない。

(3)　Xは、Dが150万円を手に入れたことを知り、このような利益をDが手にしたことを許せないと考えた。Xとしては、Dから150万円を自分に支払わせたい。

文責　浅田

(a) どのような観点から150万円の支払を求めることが考えられるだろうか。

まず考えられるのが民法719条による共同不法行為である。

今回はAがB社に持ち込んだ企画であるが、本は関西俳優研究会のメンバーでそのほとんどを買い取るという形で製作されたものである(いわゆる自費出版)。よって関西俳優研究会のメンバーであるDは、その本の制作を幇助したということが出来る。

また、Aは、Xの顔を風刺したコガネムシのスケッチ、自宅の写真を公開するなど、悪意を感じさせる表現方法を用いたことから、Xが芸能人であることを考慮しても、Xに対する名誉毀損、プライバシーの侵害は成立すると考えられる。そしてその本の制作を幇助したDは719条2項にあてはまり、Aの共同行為者とすることができる。

また、民法703条・704条の不当利得の返還義務より、法律上の原因なく利益を受けている者は、その利益を返還する義務を負う。

今回、Dは本の制作にあたりAを幇助しており、名誉毀損・プライバシー侵害をしている本を制作した共同行為者にあたる。不当利得の返還義務より、法律上の原因なく利益を受けている者は、その利益を返還しなければならない。こういった観点からXはDに対して150万円の支払を求めると考える。

(b) Xからの150万円の支払請求に対して、Dとしては、いかなる反論をすることができるであろうか。

今回の場合は、Dはこの本の内容が名誉毀損・プライバシーの侵害にあたるということをしらなかったと主張することができる。今回本の制作にあたっては、AがB社に持ち込んだものであり、その本の内容についてDが意見をしているといった記述がないため、Dは本の記事についてはB社同様に一切口出しをしていないと考えることができる。

よって、Dは法律上の原因なく利益を受けていたとして不当利得を返還する義務は負うかもしれないが、その本の内容について名誉毀損・プライバシーの侵害にあたることをしらなかったとして、利益の存する限度において、これを返還する義務を負う。今回Dが本を古書販売業者Qに売却したのが2002年5月15日である。そして現在は2003年3月3日ということを考慮すると、150万円の全額返済ということになる可能性は低いと考えられる。

(4)　Xは、Aから慰謝料を取り立てただけでは不十分と考えた。　　　　　　文責：長岡

　(a)　Xは、Aに対して、全国日刊紙の社会面に「みずからの著した単行本『カネとヨクにまみれた関西の俳優・タレント百選』中に、X氏の名誉と人格を傷つける記述がありました。ここに、X氏に対し謝罪します」との広告を記載するよう求めることができるか。

　Xは民法723条に基づいて、設問の処分を求めていくことが考えられる。

民法723条は、名誉毀損の場合に、他人の名誉を毀損したものに対しては、裁判所は、被害者の請求により、損害賠償に代え、または損害賠償とともに、名誉を回復するのに適当な処分を命じることができるとするが、何がこの「処分」にあたるのか。Xの求めているような謝罪広告の記載がこの「処分」あたるのか。

〖民法７２３条が名誉毀損の場合に原状回復措置を認めた趣旨〗

「被害者に主観的な満足を与えるためではなく、金銭による損害賠償のみではてん補されない被害者の人格的価値に対する社会的、客観的な評価自体を回復することを可能にするため」(東京地判平13・10・5判時1790－131)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓

名誉毀損により低下された社会的地位の回復にとっては相手方の社会的地位を低下させるような表現行為が誤りであったことが明らかとなれば十分であるから、謝罪を要求するのは手段として必要性の範囲を超えている。

＜あてはめ＞

　XはAが執筆した単行本により社会的評価が低下し、名誉が毀損された。しかし、その名誉の回復の手段としては、取消し・正誤訂正の広告で十分であるから、設問の「X氏に対して謝罪します」といった広告の記載は必要性の範囲を超えている。

以上より、民法723条に基づき、設問の広告の記載を求めることはできない。

(b)　Xは、Aに対して、Aのもとにある6冊の本の廃棄を求めることができるか。

１．不法行為の効果としては、名誉侵害の場合の原状回復措置(723条)を除くと、民法が認めているのは損害賠償だけであり、設問のような差止請求は認められていない。そこで、どのような法律構成で差止請求が認められるか。

・権利的構成

名誉権やプライバシーの権利などの人格権は生命・身体とともにきわめて重大な保護法益であり、物権の場合と同様に排他性を有する権利と考えられる。

そして、人格的価値を侵害された者は、人格権に基づき、加害者に対し、現に行われている侵害行為を排除し、又は将来生ずべき侵害を予防するため、侵害行為の差止めを求めることができる。(最判平14・9・24判時1802－60)

２．名誉、プライバシー及び名誉感情の侵害につき、どのような場合に侵害行為の差止めが認められるか。

「侵害行為の対象となった人物の社会的地位や侵害行為の性質に留意しつつ、予想される侵害行為によって受ける被害者側の不利益と侵害行為を差し止めることによって受ける侵害者側の不利益とを比較衡量して決すべきであるところ、侵害行為が明らかに予想され、その侵害行為によって被害者が重大な損失を受けるおそれがあり、かつ、その回復を事後的に図るのが不可能ないし著しく困難になると認められるときは、侵害行為の差止めを肯認すべきである。」(前掲判例)

＜あてはめ＞

すでにXの名誉権やプライバシーは侵害されており、Aの有する単行本によっても、Xの名誉権、プライバシーが侵害されることは明らかに予想され、Xは重大な損失を受けるおそれがある。さらに、名誉の回復は可能であるとしても、プライバシーの侵害の回復を事後的に図るのは不可能である。

以上より、Xの人格権としての名誉権、プライバシーの権利に基づき、本の廃棄を求めることができる。
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民法719条


数人が共同の不法行為によって他人に損害を与えたときは、各自が連帯してその損害を賠償する責任を負う。共同行為者のうちいずれの者がその損害を加えたかを知ることができないときも、同様とする。


行為者を教唆した者及び幇助した者は、共同行為者とみなして、前項の規定を適用する。
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